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一　は じ め に
　厚生労働省は，2011年 7 月に精神疾患を，がん・脳卒中・心臓病・糖尿病と
並ぶ「 5 大疾患」として位置づけ，重点対策を行なうことを決定している。
　また，「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」に基づいて，労働局
に寄せらせた平成23年度の民事上の個別労働紛争に関する相談件数においても，
「いじめ・嫌がらせ」に関するものは15.1％を占め，前年度に比較して16.6％
増となっている。これに対して，「解雇」は，18.9％と相談件数の割合として
は多いが，前年度に比較して3.9％減となっている。
　このことから，職場の「いじめ・嫌がらせ」は，精神疾患の大きな原因にな
1）
厚生労働省「平成23年度個別労働紛争解決制度実施状況」 2 頁。
この実施状況の「いじめ・嫌がらせ」には，職場のパワー・ハラスメントに関するものが含ま
れる。
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っていると考えられる。
　そして，業務上の心理的負荷（ストレス）が，精神障害の原因となった場合
には，業務起因性が認められ，労災補償がなされることになる（労災保 7 条 1
項 1 号）。
　しかしながら，この心理的負荷の判断基準は，裁判例においても業務上と業
務外の要因が絡んで発症する場合が多く，業務起因性の判断は極めて困難なも
のとなっている。
　そこで，本稿では，業務上の心理的負荷による精神障害の判例を検討し
（二），精神障害に関する通達の変遷をたどり（三），心理的負荷による精神障
害の認定基準について（基発1226第 1 号）の考察し（四），カナダ法における判
断基準と比較して（五），若干の示唆を得たいと考える（六）。
二　判例における判断基準
　業務上の心理的負荷による精神障害の判例は，種々のものが存在するが，本
稿においては，最も重大な結果を起因した，労働者が心理的負荷によりうつ病
に罹患し，自殺に至った判例に限定して検討する。
　一般的には，労働者の自殺は，「労働者の故意による死亡」として労災保険
給付の支給対象とはなされないが（労災保12条の 2 の 2 第 1 項），業務上のものと
して認定される場合が例外的に存在する。
　第 1 の類型は，業務遂行中の事故により負傷又は疾病を被った労働者が，こ
の業務上の負傷・疾病により反応性うつ病などの精神障害となり，これによっ
て自殺した場合であり，第 2 の類型は，業務による著しい心理的負荷から精神
障害となり，このために自殺した場合である。
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徐　婉寧「業務上のストレス性疾患と労災補償・損害賠償──日米台の比較法的考察（ 5 ・
完）」法協129巻 7 号（2012年 7 月）1600頁。
検討した判例については，菅野和夫『労働法〔第 9 版〕』（弘文堂，2010年）393頁，および，
水町勇一郎『労働法〔第 4 版〕』（有斐閣，2012年）310頁を参照した。
菅野・前掲注 3 ）同前頁。
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　本稿では，心理的負荷による通達である労働省「心理的負荷による精神障害
等に係る業務上外の判断指針」（平成11年 9 月14日，基発544号），および，厚生労
働省「心理的負荷による精神障害の認定基準について」（平成23年12月26日，基
発1226第 1 号）において採用されている「ストレス―脆弱性」理論に基づいて
言い渡された判例を検討する。
　「ストレス―脆弱性」理論とは，医学界における理論を応用したもので，業
務によるストレスの強さと当該労働者の個体の脆弱性とを総合考慮して，業務
による心理的負荷が，社会通念上，客観的にみて，精神障害を発症させる程度
に過重であるか否かを判断するものである。
　⑴　加古川労基署長（神戸製鋼所）事件
　イ　この事件の概要は，以下のようなものであった。
　ⅰ　原告 X は，訴外 A の父であった。被告 Y は，加古川労働基準監督署長
であった。
　A（昭和33年 4 月生まれ）は，大学卒業後の昭和58年 4 月に，訴外 B 株式会社
（株式会社神戸製鋼所）へ入社した。
　B 社は，Ａに対し 1 か月間の基礎研修等の後，同年 5 月，新入社員に対する
実地研修として，同社高砂事業所回転機工場工務課に配属した。その後の同年
12月に，A に対し，インドのボンベイの南約130キロメートルに所在するター
ルサイトへ出張を命じた。A の出張期間としては， 2 か月が予定されていた。
　タールサイトにおける A の業務は，技術指導員と現地工事会社従業員等と
の通訳および事務連絡等の補助業務であり，これは，空気圧縮機および冷凍機
各 2 台の据付工事に伴うものであった（以下，「本件工事」という）。
　
5）
6）
このほかに，①当該労働者と同様の職種において通常業務を支障なく遂行できる平均的労働者
を基準とする考え方，②同種の労働者の中で「性格が最も脆弱である者」を基準とする考え方，
が存在する（菅野・同前頁）。
神戸地判平 8 ・ 4 ・26判タ926号171頁〔確定〕。
この判例の評釈として，宗方秀和＝川合順子・労旬1386号（1996年 6 月）11頁，永野秀雄・法
時69巻 4 号 4 （1997年 4 月）96頁，中園浩一郎・平成 9 年度主要民事判例解説（1998年 9 月）
296号，上田達子・社会保障判例百選〔第 3 版〕（2000年 3 月）104頁，がある。
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昭和59年 1 月， 3 名の技術指導員が日本から派遣されてくることになっていた。
この 3 名の宿泊について，本件工事の関係会社の 1 つである RCF 社のゲスト
ハウスに宿泊できるとの口頭の了解を得ていたが，同月 9 日，ゲストハウスが
満室なので，空室が出るまで別のホテルに宿泊してほしい旨，A らに申し入
れたが，RCF 社は，このために生じる出費の増加を負担しようとしなかった
（以下，「宿泊問題」という）。
　ⅱ　A は，RCF 社に対し，当初の約束どおり，ゲストハウスに宿泊させる
よう交渉したが，事態は進展しなかった。
　この問題について，A が指示を受けるべき上司としては，現地には訴外 C
以外はおらず，また，タールサイトは通信事情が悪かったかめ，A が直接 B
社の指示を求めることはできなかった。
　ⅲ　宿泊問題が解決しないまま，同月13日，技術指導員の 3 名が到着し，ホ
テルに宿泊することになり，そのころから，A の様子に異常がみられたため，
C は，同月16日，関係者と相談の上，A の気分転換を図り，必要であれば医者
の診察を受けさせ，場合によっては会社の指示を受けるため，A を伴ってボ
ンベイに行くことになった。
　A らは，ボンベイのホテルにチェックインし，16階の客室に入ったが，A
は翌17日未明，部屋の真下の地上に倒れて死亡しているところを発見され（以
下，「本件事故」という），外形的には，A の自殺行為であると判断された。
　ⅳ　X は，Y 労基署長に対し，労働者災害補償保険法に基づく葬祭料および
遺族補償一時金の支給を請求したが，支給しない旨の処分をした。
　X は，これを不服として，兵庫県労働者災害補償保険審査官に対して審査請
求をしたが，棄却され，労働保険審査会に対して，再審査請求をしたが，棄却
された。
　そこで，X は，これを不服として，Y 労基署長の不支給処分の取消しを求め
て，本件訴えを提起した。
　ロ　判旨は以下のような理由で，請求を認容した。
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　心因的精神障害発症の有無について，次のように判示した。
　「以上によれば，A は，本件事故当時，精神障害により心神喪失状態にあ
ったということができ，その精神障害の診断名としては，DSM─Ⅲ─R にい
う短期反応精神病ないし反応性うつ病とみるのが相当である」。
　心因性精神障害の業務起因性について，次のように判示した。
　「A は，入社前に数回の海外旅行の経験があり，語学にも秀でていたが，
留学等の相当期間にわたる海外生活の経験はなく，インドにおけるビジネスの
場での語学力としては，十分なものではなかった」上に，「派遣先のインドは，
発展途上国であり……あらゆる面で我が国との差異があり，特に，タールサイ
トは通信事情が極めて悪いため……何らかのトラブルがあれば，会社からの指
示を得るのに時間がかかり，A が自分で判断して処置しなければならないこ
とが多かった」。
　「これらの点に照らせば，タールサイトは，入社 1 年未満の新入社員の初め
ての海外派遣の派遣先としては，いささか過酷なものであったということがで
きる」。
　「このような状況の下で， 1 月 9 日に宿泊問題が発生したのであるが，この
宿泊問題は，A が派遣先において初めて遭遇した難問であり，同人は……右
難問に精力的に取り組んでいた。
　そして……技術指導員の到着後，同人らとの会談のころから，A に各種の
症状が現れるようになってきた」。
　「以上を総合すると，A の精神障害は……心因性の精神障害であると認め
るのが相当であ」り，「本件全証拠によっても，A に右精神障害の有力な発病
原因となるような業務以外の精神的負担が存在したとは認められず，かつ，精
神障害の既往症その他当該疾病の有力な発病原因となるような個体的要因が存
在したとも認められないから，A の精神障害の発症については，業務起因性
を肯定することができる」。
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　ハ　本件の判断基準
　本件は，先に示した第 1 の類型に属するものである。また，本件は，業務に
起因してうつ病に罹患した労働者の自殺について，労働者災害補償保険法の適
用を認めた初めての判例である。
　本件の自殺に，業務起因性が認められたのは，本件事故が，入社 1 年未満の
新入社員にとって初めての，かつ，へき地への海外出張中に発生したという事
情が相当重視されたものと考えられる。
　業務上のストレスによる過労自殺の労災認定においては，発症直前の長時間
労働が必要以上に重要視される傾向があり，業務起因性を認める上で大きな障
害となっている。
　自殺は，本人の「故意」が介在することから，業務起因性の認定が困難な場
合がある。本件においても，故意の前提である精神作用そのものが異常を来た
し制約されていて，完全な自由意思ではない場合があることに留意する必要が
ある。
　後に検討する「心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針」
（平成11年 9 月14日基発544号）を策定するにあたって，精神障害に至った場合の
「故意」の内容が検討され，医学的知見により自殺念慮が出現する蓋然性の高
い精神障害（対象疾病）に罹患し，その「症状」として結果的に自殺にいたっ
た場合には「故意」が阻却されると解されたことは注目される。
　また，本件は，労働者の自殺により事故が発生した場合の業務起因性の判断
枠組みを提示するものだけではなく，その判断に際しての事実認定およびその
評価の手法についても参考になる事例とされている。
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永野・前掲評釈注 6 ）97頁，宗方＝川合・前掲評釈注 6 ）14頁。
中園・前掲評釈注 6 ）297頁。
宗方＝川合・前掲評釈注 6 ）14頁。
中園・前掲評釈注 6 ）297頁。
上田・前掲評釈注 6 ）105頁。
中園・前掲評釈注 6 ）297頁。
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　⑵　国・静岡労基署長（日研化学）事件
　イ　この事件の概要は，以下のようなものであった。
　ⅰ　原告 X は，訴外 A 株式会社（日研化学株式会社）に勤務していた訴外 B
の妻であった。被告 Y は，静岡労働基準監督署長であった。
　B（昭和42年○月生まれ）は，大学卒業後の平成 2 年 4 月に A 株式会社に入社
し，同 9 年 4 月から名古屋支店静岡営業所静岡 2 係に所属して，医療情報担当
者（MR）として勤務していた。
　B が在籍時の静岡 2 係の営業成績は，平成14年 4 月の段階で，会社全体の営
業拠点47か所中41位と下位にあった。A 株式会社は，静岡 2 係の体質改善を
図るため，同月に訴外 C を係長とした。同月以降この係の構成は，C 係長，B
および D の 3 名となった。
　ⅱ　C 係長は，静岡 2 係に赴任すると，B に対し，営業成績や仕事の仕方に
関して，しばしば厳しい言葉を浴びせた。
　具体的には，「存在が目障りだ。居るだけでみんなが迷惑している。おまえ
のカミさんも気がしれん。お願いだから消えてくれ。」「何処へ飛ばされようと
俺は B は仕事をしない奴だと言い触らしたる。」「病院の回り方がわからない
のか。勘弁してよ。」などというものであった。
　B の同僚の中には，平成14年12月末ころから，B に元気がないと感じるよう
になった者が存在し，家庭内においても，身体の変調が現れるようになった。
　平成15年 1 月ないし 3 月において，B に以下の 3 件の営業上のトラブルが発
生した。
　同年 1 月28日，訴外 E 病院の F 医師から新規の患者を紹介されたが，会議
を理由にことわった（以下，「本件第 1 トラブル」という）。
　同年 2 月17日，訴外 G 病院の H 医師から，午前 9 時ごろ，薬品が新規の物
13）
東京地判平19・10・15労判950号 5 頁〔確定〕。
この判例の評釈として，ハラスメント判例研究会・法律のひろば62巻10号（2009年10月）76頁，
吉田　肇・民商法雑誌142巻 1 号（2010年 4 月）104頁，がある。
13）
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に切り替わるので，使用方法を説明してほしいと依頼があったが，B は，静岡
にいるため，午後 5 時ころでないと行くことができない旨回答した。H 医師は，
静岡営業所の所長に電話し，患者が待っているので誰でもいいからきてほしい
旨求められた。同日午後 1 時ころ，B は，C 係長を同行して，同病院に赴き，
H 医師に対して，土下座して謝罪した（以下，「本件第 2 トラブル」という）。
　同年 3 月 4 日，訴外 I 市立病院の J 医師が，B に対し，既に実施されたシン
ポジウムの案内がなく，通知されるべき情報が伝えられなかったと不満を述べ
た。B は，静岡営業所の所長とともに J 医師のもとへ謝罪に赴いたが，J 医師
は担当者の交代を求めた。所長は，この件に関し，同日中に名古屋支店長の携
帯電話に報告し，支店長は，直接 B に電話をかけた（以下，「本件第 3 トラブ
ル」という）。
　B は，同年同月 7 日未明，家族や上司を名宛人とする 8 通の遺書を残し，静
岡県○○市の市民運動公園内の立木の枝で縊首して自殺した。
　ⅲ　X は，平成16年 2 月，Y 労基署長に対し，B の死亡に対して，労災保険
法に基づく遺族補償金および葬祭料の支給を請求したが，支給しない処分をさ
れた（以下，「本件処分」という）。X は，本件処分を不服として，平成17年 1 月，
静岡労働者災害補償保険審査官に対し，審査請求をしたが棄却され，同年 8 月，
労働保険審査会に対し，再審査請求をした後，X がこの取消しを求めた事案で
あり，本訴提起後，同審査会は，棄却する裁決をした。
　ロ　判旨は以下のような理由で，処分を取り消した。
　業務起因性の判断基準について，以下のように判示した。
　「労災保険法に基づく保険給付は，労働者の業務上の死亡等について行なわ
れるところ（同法 7 条 1 項 1 号），労働者の死亡等を業務上のものと認めるた
めには，業務と死亡の間に相当因果関係が認められることが必要である（最高
裁昭和51年11月12日第二小法廷判決・判例時報837号34頁）。また……上記の相
当因果関係を認めるためには，当該死亡等の結果が，当該業務に内在する危険
が現実化したものであると評価し得ることが必要である（最高裁平成 8 年 1 月
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23日第三小法廷・判例時報1557号58頁，最高裁平成 8 年 3 月 5 日第三小法廷判
決・判例時報1564号137頁）」。
　「精神障害の発症については，環境由来のストレスと，個体側の反応性，脆
弱性との関係で，精神的破綻が生じるかどうかが決まるという『ストレス―脆
弱性』理論が，現在広く受け入れられていると認められること……からすれば，
業務と精神障害の発症との間の相当因果関係がみとめられるためには，ストレ
ス（業務による心理的負荷と業務以外の心理的負荷）と個体側の反応性，脆弱
性を総合考慮し，業務による心理的負荷が，社会通念上，客観的にみて，精神
障害を発症させる程度に過重であるといえる場合に，業務に内在又は随伴する
危険が現実化したものとして，当該精神障害の業務起因性を肯定するのが相当
である」。
　「労働者の自殺による死亡が業務上の死亡と認められるか否か，すなわち，
労働者の自殺についての業務起因性が問題となる場合，通常は，当該労働者が
死の結果を認識し認容し……ていたとしても，当該結果を意図したとまではい
うことができず，労災保険法12条の 2 の 2 第 1 項にいう『故意』による死亡に
は該当しないというべきである。
　ICD─10の F0～ F4に分類される精神障害の患者が自殺を図ったときには，
当該精神障害により正常な認識，行為選択能力及び抑制力が著しく阻害されて
いたと推定する取扱いが，医学的見地から妥当であると判断されていることが
認められる……から，業務により発症した ICD─10の F0～ F4に分類される精
神障害に罹患していると認められる者が自殺を図った場合には，原則として，
当該自殺による死亡につき業務起因性を認めるのが相当である」。
　B の精神障害の発症について，以下のように判示した。
　「B は，平成14年12月末～平成15年 1 月中旬の時期に精神障害を発症したと
認めるのが相当である。そして，当該精神障害の診断名は，発症当初において
は ICD─10の F43.21遷延性抑うつ反応（適応障害）と診断し得るに止まった
ものの，その後も症状が継続し，遅くとも平成15年 1 月中には，F32.0軽症う
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つ病エピソードと診断し得る状態に至ったと認めるのが相当である。」
　そして，前記事実認定のとおり「B が精神障害を発症した平成14年12月末～
平成15年 1 月の時期までに B に加わった業務上の心理的負荷の原因となる出
来事としては，C 係長の B に対する発言を挙げることができる」。
　「C 係長の B に対する態度による B の心理的負荷は，人生においてまれに
経験することもある程度に強度のものということができ，一般人を基準として，
社会通念上，客観的にみて，精神障害を発症させる程度に過重なものと評価す
るのが相当である」。
　したがって，「B は，業務に内在ないし随伴する危険が現実化したものとし
て，上記精神障害を発症したものと認めるのが相当である」。
　B の自殺の業務起因性について，以下のように判示した。
　「B の自殺が，精神障害によって正常な認識，行為選択能力及び抑制力を阻
害された状態で行われたという事実を認定することができる」。
　「以上からすると，業務に起因して ICD─10の F0～ F4に分類される精神障
害を発症した B は，当該精神障害に罹患したまま，正常の認識及び行為選択
能力が当該精神障害により著しく阻害されている状態で自殺に及んだと推定さ
れ，この評価を覆すに足りる特段の事情は見当たらないから，B の自殺は，故
意の自殺ではないとして，業務起因性を認めるのが相当である」。
　Y の処分の取消しについて，以下のように判示した。
　「以上によれば，B の自殺による死亡が業務に起因するものではないことを
前提にして行われた本件処分は違法であり，その取消を求める X らの請求は
理由があるから，これを認容することとする」。
　ハ　本件の判断基準
　本件は，先に示した第 2 の類型に属するものである。また，本件の意義は，
許される業務指導の範囲を逸脱し，労働者の人格を否定するような場合であっ
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て使用者の適切な対処もなされていない場合には，長時間労働および過重な業
務が行われていたといった事情がない場合でも，精神障害発症との間の相当因
果関係が肯定され，労災と認定されたことにある。
　そして，本件の特徴は，「上司の暴言」だけを部下である労働者の心理的負
荷に大きくかかわりがあったと認め，うつ病発症と自殺との間には，業務起因
性があるとして労災を初めて認めた点にある。
　本件のような労災認定とは別に，職場のいじめやパワー・ハラスメントにつ
いて，安全配慮義務違反・不法行為に基づいて，損害賠償請求を認定する判決
も存在する。たとえ，損害賠償が認定された場であっても，上司が業務上の指
導の範囲を逸脱した言動を行なった背景に，労働者の問題行動があった場合に，
過失相殺を認めている判例も存在している。
　ただし，うつ病の発症について，罹患しやすいのは，まじめで責任感が強い
人とされていて，結果発生後，このことが過失相殺の理由とされた場合には，
妥当性を欠くものと考えられる。
　⑶　若干の検討
　業務上のストレスの問題については，かなり以前から指摘がなされている。
その原因は，社会全体が非常に複雑化し，その複雑化のスピードも急激になっ
ていることが原因の 1 つであると考えられる。
　精神障害の発症については，身体的なものとは異なった特徴が存在する。す
なわち，①精神障害の発症可能性は，労働者のストレス耐性（換言すれば，脆弱
性）に左右されるところが大きく，発症の可能性については，個人差が大きい
ということである。また，②疾病自体を認知することの難しさも存在すること
14）
15）
16）
17）
18）
吉田・前掲評釈注13）112頁。
ハラスメント判例研究会・前掲評釈注13）78頁。
吉田・前掲評釈注13）113頁。
上田達子「ストレス関連疾患の法的救済──補償と賠償の課題」日本労働法学会誌109号
（2007年 5 月）49頁。
斉藤良夫「職業性ストレス研究の動向」労旬1153号（1986年12月） 6 頁。
14）
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16）
17）
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である。
　また，業務上の心理的負荷（ストレス）と，精神障害発症との相当因果関係
の判断について，裁判所は，業務の過重性の有無を重視し，法的判断を行なっ
ている。裁判所と行政庁（労働基準監督署長）では業務起因性の認定方法につい
て，かなりの相違があり，通達における精神障害の認定基準は，裁判所の判示
事項に対し，余り影響を与えていないものと判断する。
三　通達の変遷
　精神障害は，急性脳疾患と共通して，特定の職業等に特有なものではなく，
平成22年労基則別表第 1 の 2 の改正前は，その職業病リストに列挙されている
典型的な職業病ではなかったため，事故が介在しない場合には，労災認定をい
かに行なうべきかという点が問題となっていた。その後，心理的負荷によって
労働者が精神障害となり，自殺に至る事例が増加し，労災請求事案が増加傾向
にあった。
　そこで，労働省は，平成11年 9 月14日付け基発544号「心理的負荷による精
神障害等に係る業務上外の判断指針について」（以下，「判断指針」という）を策
定した。また，同日付けの基発545号「精神障害による自殺の取扱いについ
て」が策定され，業務上の精神障害によって，正常の認識，行為選択能力が著
しく阻害され，又は自殺行為を思いとどまる精神的な抑制力が著しく阻害され
19）20）
21）
22）
23）
上田・前掲注17）38-39頁。
この他に，精神障害は，ストレスの多い職業ないし地位に発症しやすいという推定は成り立つ
が，特定の職業等に特有なものではないこと，および，脳・心臓疾患の場合に比べると，業務以
外の要因にかかるリスクファクターを特定しにくいという特性が挙げられることを指摘している
（上田・前掲注17）37頁および39頁）。
徐　婉寧「業務上のストレス性疾患と労災補償・損害賠償──日米台の比較法的考察（ 4 ）」
法協129巻 6 号（2012年 6 月）1370頁，および，上田・前掲注17）43頁。
徐・前掲注21）1393頁。
それ以前には，電通事件の地裁判決（東京地判平成 8 年 3 月28判時1561号 3 頁）が言い渡され
たことに伴って，「所定外労働の削減及び適正な労働時間管理の徹底について」（平成 8 年 4 月 8
日基発第226号）が通達されている。
この事件については，柏﨑洋美・電通事件判例研究・立教大学大学院紀要法学研究18号（1997
年 6 月）98頁参照。
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ている状態で自殺が行われたと認める場合には，結果の発生を意図した故意に
は該当しないとされた。
　判断指針が規定する要件を満たす精神障害は，労基則別表第 1 の 2 旧第 9 号
に該当する疾病として取り扱われた。具体的には，①対象疾病に該当する精神
障害を発病していること，②対象疾病の発病前おおむね 6 か月の間に，客観的
に当該精神障害を発病させるおそれのある業務による強い心理的負荷が認めら
れること，③業務以外の心理的負荷および個体側要因により当該精神障害を発
病したとは認められないことである。
　その後，職場におけるひどいいじめによる心理的負荷などが認識され，平成
21年に判断指針の一部改正が行われた。この改正においては，「職場における
心理的負荷評価表」における具体的事実として「ひどい嫌がらせ，いじめ又は
暴行を受けた」という項目を追加し，これを強度Ⅲと評価した。このことは，
職場のいじめ・パワー・ハラスメントの発生をより重く判断するものといえる。
この姿勢は，平成23年12月20日付け基発1226号 1 号「心理的負荷による精神障
害の認定基準について」においても継続されていると考えられる。
　判断指針および平成11年基発545号は，自殺時の「故意」を阻却するために
「心神喪失状態」を要件とする考え方を改めた。業務上疾病である精神障害が
発病した労働者の自殺について，原則として業務起因性が認められるとした点
が，最も大きな変更点であったと考えられる。
　精神障害による労災申請は，2000年度が全国で212件であったが，2010年度
は1181件に増加している。その認定率は，過去 5 年間で約 3 割にとどまってい
る。しかも，従来の審査では，労働基準監督署の聞き取りに基づき，精神科医
3 人が全ケースを協議して判断していたので，平均で 8・6 か月かかっていた。
24）
25）
徐・前掲注21）1397頁・1399-1401頁，および，松丸　正「『心理的負荷による精神障害等に係
る業務上外の判断指針』の一部改正とその問題点」労旬1698号（2009年 6 月）40頁，石田　眞
「作業関連疾患」日本労働法学会編『健康・安全と家庭生活』（有斐閣，2000年）100頁。
厚生労働省「心理的負荷による精神障害の労災認定基準を策定」平成23年12月26日（http://
www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001z3zj.html〔visited 2012 Apr. 3rd〕），および，読売新
聞・2012（平成24）年 3 月22日（木曜日）朝刊18面。
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　このような状況に鑑み，厚生労働省は，平成23年12月26日付け基発1226号第
1 号「心理的負荷による精神障害の認定基準について」を策定し，判断基準を
廃止した。
四　心理的負荷による精神障害の認定基準に 
ついて（基発1226第1号）の検討
　⑴　「心理的負荷による精神障害の認定基準について」（基発1226号第 1 号）
（以下，「認定基準」という）は，平成23年11月 8 日に「精神障害の労災認定の基
準に関する専門検討会」がとりまとめた「精神障害の労災認定の基準に関する
専門検討会報告書」の内容を踏まえて策定されたものである。
　対象疾病は，国際疾病分類第10回修正版（以下，IDC─10という）第Ⅴ章「精
神および行動の障害」に分類される精神障害であって，器質性のものおよび有
害物質に起因するものは除かれる。対象疾病のうち業務に起因して発病する可
能性のある精神障害は，主として IDC─10の F2から F4に分類される精神障害
である。
　認定要件は，以下の 3 つの要件であって，いずれの要件も満たす疾病は，労
働基準法施行規則別表第 1 の 2 第 9 号に該当する業務上の疾病として取り扱う
こととなっている。
1 　対象疾病を発病していること。
2 　対象疾病の発病前おおむね 6 か月の間に，業務による強い心理的負荷が
認められること。
3 　業務以外の心理的負荷および個体側要因により対象疾病を発病したとは
認められないこと。
　⑵　認定要件に関する基本的な考え方は，「二　判例における判断基準」に
おいて検討した判例においても基準とされている「ストレス―脆弱性理論」で
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ある。この理論は，環境由来の心理的負荷（ストレス）と，個体側の反応性，
脆弱性との関係で精神的破綻が生じるかどうかが決まり，心理的負荷が非常に
強ければ，個体側の脆弱性が小さくても精神的破綻が起こるし，逆に脆弱性が
大きければ，心理的負荷が小さくても破綻が生じるというものである。
　これに対して，廃止された判断指針においては，職場における出来事（ライ
フベント）による急性ストレス要因による心理的負荷を重く評価したものであ
り，継続される状況から生じる慢性ストレス要因による心理的負荷に対する評
価が十分なされていない等の批判がなされていた。
　認定基準において，精神障害の治療歴のない事案については，診断ガイドラ
インに示されている診断基準を満たす事実が認められる場合又は種々の状況か
ら診断基準を満たすと医学的に推定される場合には，当該疾患名の精神障害が
発病したものとして取り扱うこととなった。
　⑶　具体的な評価基準の方法としては，「業務による心理的負荷評価表」を
策定し，心理的負荷の強度を「特別な出来事」および「強・中・弱」の 3 段階
に分類し，具体例を記載するとともに，「業務以外の心理的負荷評価表」も策
定し，具体例を記載している。
　また，労働時間については，月160時間程度の時間外労働を「極度の長時間
労働」として「特別な出来事」とし，発病直前の連続した 2 か月間に 1 月あた
り約120時間以上の場合および発病直前の連続した 3 か月間に 1 月あたり約100
時間以上の場合を「強」としている。
　そして，セクシュアル・ハラスメントおよびいじめといった継続する行為に
ついては，判断指針においては例外なく発病前おおむね 6 か月以内の出来事の
み評価していたが，認定基準においては，長期間継続する場合には，その開始
時からすべての行為を対象として心理的負荷を評価することとなった。
26）
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29）
厚生労働省「心理的負荷による精神障害の認定基準について」（平成23年12月26日，基発1226
号第 1 号）別添 2 頁。
松丸・前掲注24）37頁。
厚生労働省・前掲注26）別添 3 頁。
厚生労働省・前掲注25）評価基準のポイントおよび心理的負荷による精神障害の認定基準の概
要。
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　さらに，これまですべての事案について必要としていた精神科医の合議によ
る判定を，判断が難しい事案のみに限定している。
　申請は，パートタイマーなど雇用形態を問わずに，すべての労働者が行なう
ことができる。
　⑷　認定基準は，評価表を策定し，具体例を記載することで，申請者が認識
しやすくなった部分が増え，継続する行為に対しても現実に沿った一定の配慮
がなされている。精神科医の合議による判定を経ない場合は，審査の期間を以
前より短縮することができると考えられる。
　したがって，すべての事案を網羅的に迅速に処理し得るとは言い切れないが，
精神障害に起因する労働災害の審査の定型化および迅速化に関して，一定の評
価をできると考えられる。
五　カナダ法における判断基準
　⑴　総　論
　カナダにおいても，パワー・ハラスメントの発生は問題視されている。それ
では，カナダにおいて，職場のパワー・ハラスメントに起因する精神障害は，
どのように判断されているのだろうか。
　何を労災補償の対象とすべきか否かという判断基準は，通常，州における労
災補償局（workers’ compensation board）のガイドラインによるが，精神障害
（精神疾患）については，各州とも確定的な判断基準を確立しているとはいえ
ない。精神障害の申立ての事案においては，①精神的負荷が身体的傷病に至っ
た事案，②身体的な損傷又は衝撃的な事件が精神障害に至った事案，③精神的
30）31）
32）
読売新聞・前掲注25）18面。
認定基準を検討したものとして，田中建一「ストレス関連疾患の労災認定──厚生労働省労働
基準局『精神障害の認定基準』を踏まえて」日本労働法学会誌120号（2012年10月）190頁以下。
柏﨑洋美「職場におけるパワー・ハラスメントの防止に関する一考察」京都学園大学総合研究
所所報13号（2012年 3 月）40頁以下。
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負荷が精神障害に至った事案，の 3 つの事案が存在する。問題となるのは，③
の事案であるが，通常ありえないような事件により，急激な負荷がかかって生
じた精神障害でない限り，いずれの州においても労災補償を受けられる可能性
は低いと考えられている。そこで，カナダにおける判例の動向および代表的な
判例を検討する。
　⑵　判例の動向および代表的な判例
　イ　カナダにおいては，1980年代において，使用者のパワー・ハラスメント
によって労働契約の破綻が問題となる事案が発生していた。そのなかで，労働
者の脆弱性および労働環境の問題をコモン・ロー上の問題として意識するよう
になった。次第に多くの裁判所が，ハラスメントなどが労働環境を害すること
がないように行動すべきという使用者の黙示の義務を明示するようになってい
った。さらに，いくつかの裁判所は，労働者の尊厳や公正な取扱いを保護する
ための新しい不法行為理論の展開を始め，判例は混沌としていた。
　ロ　その後の1997年，カナダ連邦最高裁判所において，Wallace 事件
（Wallace v. United Grain Growers Ltd., [1997] 3 S.C.R. 701）が言い渡されて，先例
となった。この事件は，14年間にわたってトップセールスパーソンであった
Wallace が，予告期間および理由もなく突然解雇され，精神疾患に至ったので
損害賠償を請求したという事件であった。多数意見は，契約上の使用者の黙示
の誠実義務を認めることはせず，解雇の経緯における不誠実さのみが賠償理由
になると判示した。
　人権立法および一定の契約上又は労働協約上の規定にしたがって，使用者の
解雇する権利は，強壮な身体を有する被用者と全く同様に，病気又は障害を有
する被用者に適用される。病気および障害のある多くの事案において，コモ
33）
34）
35）
品田充儀『カナダ労災補償改革』（法律文化社，2002年）21頁。
品田充儀「『職場のいじめ』の定義と被害者救済──北米における労働安全衛生法と救済立法
からの示唆」季労233号（2011年 6 月）97-98頁。
カナダ連邦人権法については，柏﨑洋美「労働者に対するセクシュアル・ハラスメントについ
ての一考察（上）──カナダ法を中心に」季労192号（2000年 3 月）138－146頁を参照。
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ン・ロー上のルールを変更しない。問題は，使用者がそれを正当な理由として
解雇し得るか否か，又は，病気若しくは障害を有する被用者に合理的な通知若
しくは通知に代わる支払いを与えるか否かである。
　Wallace 事件のカナダ連邦最高裁判所の判決の結果，障害を有する被用者の
解雇の場合には，不誠実となる事実となり得る。例えば，障害を有する被用者
がうつ病に罹患し解雇となる場合である。
　現在のところ，カナダの多くの裁判所は，使用者のパワー・ハラスメントお
よびその防止策をとらない不作為が，人格権の侵害となり債務不履行を構成す
ることは肯定するが，当該債務不履行を理由に精神的な損害賠償を認定するに
は至っていない状況である。
⑶　保険上の取扱い
　病気および障害のある被用者は，労働不能となった場合に，種々の雇用およ
び制定法上の給付金（benefit）を受領する権利を有する。
　多くの使用者は，その被用者に短期又は長期の給付金をしばしば提供する。
病気又は障害のある被用者は，労災補償（workers’ compensation），カナダ年金
計画給付金（Canada Pension Plan Benefit）又は雇用保険法（Employment Insurance 
Act）に基づく障害給付金を含む，一定の制定法上の給付金を受領する権利を
有する。
　ストレスおよび精神障害に支払うべき長期障害に関する補償範囲の請求がか
なり広く行われるようになっている。伝統的には，長期障害保険証券は，権利
主張者が特殊施設に収容されるか精神科医（psychiatrist）の定期的な治療に基
づいていない限り，かかる請求の適用範囲を24か月に制限している。しかしな
がら，この制限は，連邦および州の人権委員会（Human Rights Commission）の
36）
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39）
JAMES A. D’ANDREA, ILLNESS AND DISABILITY IN THE WORKPLACE, CANADA LAW BOOK, [MAY 1995 
- JUNE 2012 TRANSFER BINDER], PP. APRIL 2011 2-12 - 2-13 [ 2 :4000- 2 :4100].
品田・前掲注34）98頁。
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審査によるものである。
　若干のストレスに基づく精神的なおよび身体的な病気に基づく困難は，その
被用者が病気であるというストレスに関連した困難を理由に，被用者が休暇を
取 得 し う る か 又 は 契 約 を 終 了 し う る か で あ る。Spring v. A. Saley & 
Association Ltd., 事件 [1998]1.L.R.¶1 -3527（Ont. Ct. （Gen. Div））において，原
告は，障害保険証券に基づく給付金を受領する資格があるという訴状を提出し
た。原告はその使用者とともに著しく成功した10年をすごし，副社長の地位に
昇進した。1991年，使用者のビジネスが下降するのと同時に，その者の賃金は
減額され，その者は責任を放棄し，仕事を欠勤した。1992年 7 月その会社を辞
職したが，その賃金は（225,000.00カナダドルから100,000.00に）減額され，数年
間支払われた。
　1992年，原告の 5 年にわたる関係は，不愉快に終わった。1993年 1 月に，そ
の者は破産（bankruptcy）宣言をし，1993年 5 月に，HIV 陽性の診断がなされ
た。診断書に基づいて，その者は，精神病治療の支援を得ようと考え，その者
の精神科医の意見として，非機能的な（non-functional）状態なので，長期障害
保険の適用をアドバイスされた。Standard Life Assurance 社は，当該申請の
提出の遅れに基づき適用を認めなかった。なぜなら，Standard Life 社は，原
告は1992年に労働していなかったと通知されなかったからである。
　当該裁判所における争点は，原告は，保険証券の約定に基づく「病気の結果，
完全かつ継続的な無能力の状態（state of complete and continuous incapacity, 
resulting from illness）」の障害であったか否かであった。とりわけ，その者が当
該期間労働していたという報告を続けたにもかかわらず，争点は1991年10月か
ら1992年 7 月の間に障害を有していたか否かであった。裁判所は，原告は臨床
上うつ病であったが，この期間を通じては否定し，雇用契約の終了および破産
という出来事は，その事実を認識することで発症するには十分ではなかったと
結論した。
40）
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　1993年 5 月の HIV 診断という人生の驚異的な出来事がその者に治療を求め
させた。証拠は，原告が，早くも1991年には HIV 陽性であったということ，
および，このことがその者に仕事の欠勤を常態的にさせたであろうということ
であった。
　しかしながら，裁判所は，このことは原告が病気であって HIV の結果障害
となったか否かということは結論するのに必要ではなく，当該保険証券の期間
における AIDS に関するコンプレックス又はうつ病であったということを特に
言及した。唯一必要なのは，病気が障害に結びついたかという認定であり，そ
のように認定された。
　この期間この者の医師の診察したカルテにうつ病と言及していないにもかか
わらず，裁判所はこの者が完全に継続的に無能力（incapacity）となるほど重症
であり，原告は保険証券の期間事実病気であったという結論を含めて，その者
の同僚の意見を支持し原告の既往の分析に同意した。
六　お わ り に
　精神障害の発症については，日本およびカナダ双方において，裁判所と行政
庁等における業務起因性の認定方法において，かなりの相違がみられた。カナ
ダの裁判所おいては，日本のような「ストレス―脆弱性理論」は取り入れられ
ておらず，健常者と同様の取扱いがなされている。とくに，カナダの保険の取
扱いにおいては，主治医が「うつ病」と診断していないにもかかわらず，同僚
の意見を支持して「うつ病」と認定しているのが特徴的である。
　日本において，第 1 次的に精神障害の業務起因性を認定するのは，行政庁
（労働基準監督署長）であり，認定基準である。
　認定基準において，セクシュアル・ハラスメントおよびいじめといった継続
する行為については，長期間継続する場合には，その開始時からすべての行為
41）
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を対象として心理的負荷を評価することとなり，これまですべての事案につい
て必要としていた精神科医の合議による判定を，判断が難しい事案のみに限定
したことは，評価できると考えられる。
　また，認定基準は，評価表を策定し，具体例を記載することで，申請者が認
識しやすくなった部分が増えている。精神科医の合議による判定を経ない場合
は，審査の期間を以前より短縮することができると考えられる。
　したがって，すべての事案を網羅的に迅速に処理し得るとは言い切れないが，
精神障害に起因する労働災害の審査および迅速化に関して，一定の評価をでき
ると考えられる。
